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研究要旨 

本研究班では、東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県大槌町、陸前高田市、山

田町、釜石市の協力を得て健康調査を実施している。本研究班の目的は、平成 23 年度
に研究に同意した被災地住民約 1 万人に健康調査を実施することにより、健康状態の
改善度・悪化度を客観的に評価し、①被災者に適切な支援を継続的に実施しようとす

ること、②追跡研究を実施することにより、震災の健康影響を縦断的に評価できる体

制を構築することである。  
震災から 4 年間の被災者の健康状態の推移を分析した結果、心身の健康状態は改善
傾向が認められた。しかしながら、家屋被害や浸水被害を受けた住民や仮設住宅居住

者では、依然として精神健康や不眠の問題を抱える住民の割合が多かったり、内陸部

と比較すると脳卒中の罹患率が高いこと、精神疾患の有病率が高いことなど心身の健

康問題が残っていることが明らかになった。今後も調査を継続し、支援を行っていく

必要がある。 
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Ａ．研究目的 
 
本研究班の目的は、平成 23年度に研究
に同意した被災地住民約 1万人に健康調査
を実施することにより、健康状態の改善

度・悪化度を客観的に評価し、①被災者に

適切な支援を継続的に実施すること、②震

災の健康影響を縦断的に評価できる体制を

構築することにある。 
本年度は、平成 23年度から平成 26年度
にかけて収集してきた健診結果を用いて、

現時点で被災地住民に生じている健康課題

を明らかにした。 
 
 

Ｂ．研究方法 
 
本研究班は、東日本大震災で甚大な被害

を受けた岩手県大槌町、陸前高田市、山田

町、釜石市平田地区を対象に健康調査を実

施した。 
ベースライン調査は、平成 23年度に行わ
れた。対象地域の 18歳以上の全住民に健診
の案内を郵送し、健診会場にて研究参加の

同意を得た。平成 23年度に実施したベース
ライン調査には 10,475人が参加した。平成
24年度の受診者数は 7,687人、平成 25年度
の健診受診者数は 7,141人、平成 26年度の
受診者数は 6,836人であった。 
健康調査の項目は、身長・体重・腹囲・

握力、血圧、眼底・心電図（40歳以上のみ）、
血液検査、尿検査、呼吸機能検査である。

また、大槌町では歯科健診も実施している。 
問診調査の項目は、被災者の生活や健康

状態、心情を考慮し、時期に応じて項目の

修正を図ってきた。平成 23年度の項目は震
災前後の住所、健康状態、治療状況と震災

の治療への影響、震災後の罹患状況、8項
目の頻度調査による食事調査、喫煙・飲酒

の震災前後の変化、仕事の状況、睡眠の状

況、ソーシャルネットワーク、ソーシャル

サポート、現在の活動状況、現在の健康状

態、心の元気さ（K6）、震災の記憶（PTSD）、
発災後の住居の移動回数、暮らし向き（経

済的な状況）である。平成 24年度には頭痛
の問診を追加した他、平成 25年度は、震災
による死別や家屋被害、現在の居住環境に

ついても質問項目を追加した。65歳以上の
受診者には平成 23年度から活動状況等に
関する追加調査を行っている。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では、被災者の個人情報を含むデ

ータを扱う。データの使用にあたっては、

被災者本人に対して、研究の目的・方法等

の趣旨、及び個人情報が公表されることが

ないことを明記した文書を提示し、口頭で

説明した上でインフォームドコンセントを

得た。同意者には同意の撤回書を配布し、

同意の撤回はいつでも可能であり、撤回し

ても不利益を受けない旨を伝えた。 
本調査によって得られた個人情報は、岩

手医科大学衛生学公衆衛生学講座の常時電

子施錠しているデータ管理室と被災者健診

のために新たに設置した情報管理室に厳重

に管理している。データ管理室と情報管理

室は許可された者以外の出入りが禁止され

ている。出入りは IDカードによって施錠管
理されている。電子化された情報は情報管

理室のネットワークに接続されていないパ

ソコンで管理されている。解析には個人情

報を削除したデータセットを用いる。 
本研究の実施にあたっては、対象者の負

担の軽減及び結果の効率的な活用の観点か

ら、必要に応じ、他の「東日本大震災にお

ける被災者の健康状態等及び大規模災害時

の健康支援に関する研究」とのデータや結

果の共有等の連携を行う。また、厚生労働

省・文部科学省の「疫学研究の倫理指針」

に従う。なお本研究は、岩手医科大学の倫

理委員会の承認を得ている。 
 



 

Ｃ．研究結果 
 
１.平成 26年度健診結果の概要 
 
東日本大震災から 4年目を迎えた平成 26
年度の被災者健診の受診者が、平成 23年度、
平成 24年度、平成 25年度と比較しどのよ
うな特徴を有し、現在どのような課題を抱

えているのかを明らかにすることを目的と

した。平成 23年度の健診受診者数は 10,475
人、平成 24年度の受診者数は 7,687人、平
成 25年度の健診受診者数は 7,141人、平成
26年度の受診者数は 6,836人であった。 
平成 23年度から平成 26年度までに 4回
実施した被災者健診すべてを受診した者

5,640名を対象に、4年間の健康状態、生活
習慣、社会的支援の推移を分析したところ、

睡眠障害や心の健康度に所見のある者、社

会的支援が少ない者の割合も減少しつつあ

ることが明らかになった。また生活習慣に

ついても飲酒量に問題のある者や、喫煙者、

運動量が少ない者の割合も減少傾向にあり、

被災者の生活は落ち着きを取り戻しつつあ

ることがうかがえた。 
一方で、高血圧、糖尿病、脂質異常の有

所見者は徐々に増加している傾向が認めら

れた。居住形態と健康状態、生活習慣、社

会的支援の関連性を検討した結果、全体的

にプレハブ仮設住宅の居住者で有所見者が

多い傾向が認められた。こうした傾向は女

性よりも男性において強く、男性の仮設住

宅居住者には重点的な支援が必要である可

能性が示唆された。 
 
２.調査票による頭痛罹患状況 

 
東日本大震災被災者の健康調査に際して、

震災後 1年に頭痛に関する問診を行った。
調査時の頭痛の有無を震災前に頭痛を持つ

群と持たない群に分けて検討した。両群と

も年齢が若く、女性が占める割合が高いこ

とが調査時に頭痛を持つことに影響を与え

ていた。ストレスや緊張、睡眠障害といっ

た精神的因子は調査時に頭痛を持つことに

影響しており、その傾向は震災前に頭痛を

持たない群でより強かった。生活習慣病な

どの既往を持つこと、BMI高値などの身体
因子はむしろ調査時に頭痛を持たないこと

に関連しており、この傾向は震災前に頭痛

を持つ群でより顕著であった。震災に関す

る PTSDや住居状況といった震災関連因子
は調査時に頭痛を持つことに影響しており、

その傾向は震災前に頭痛を持たない群でよ

り強かった。これらの因子が震災後の頭痛

の有無に影響を及ぼしていた可能性が考え

られた。 
 
３.東日本大震災の脳卒中罹患状況への中

期的影響について 
－岩手県地域脳卒中発症登録より－ 

 
これまで、大震災後の脳卒中罹患に対す

る影響について、短期的な影響の報告がい

くつかあるが、中期的影響に関する報告は

見当たらない。今回、東日本大震災の脳卒

中罹患罹患に対する中期的影響について検

討した。岩手県沿岸部全域の 12市町村を浸
水範囲内に居住していた人口の割合 40％
未満の浸水軽微地域と 40％以上の浸水甚
大地域の２群に分類し、浸水被害のない岩

手県内陸部の 5市町村をコントロールの内
陸地域として定義した。各地域で 2008年 3
月 11日から 2011年 3月 10日までの震災前
の罹患率を基準とし、2011年 3月 11日か
ら 2012年 3月 10日までの震災後 1年目、
および 2012年 3月 11日から 2013年 3月
10日まで震災後 2年目の標準化罹患比をそ
れぞれ算出した。震災 1年目の標準化罹患
比は浸水甚大地域 1.04(0.94-1.13)、浸水軽微
地域 1.00(0.90-1.09)、および内陸地域
0.94(0.84-1.04)と変化を認めなかったが、震
災 2年目ではそれぞれ 0.90(0.81-0.99)、



 

0.89(0.80-0.97)、 および 0.80(0.71-0.89)をす
べての群で減少していた。津波の影響のな

い内陸地域の標準化罹患比で浸水地域のそ

れを補正すると、震災 1年目は浸水甚大地
域では 1.10（0.99-0.21）、浸水軽微地域
1.07(0.99-1.14)であったが、震災 2年目はそ
れぞれ 1.12(1.01-1.24)、1.10(1.02-1.18)であ
った。東日本大震災による津波被害を受け

た沿岸地域の震災 2 年目の脳卒中罹患率は、
内陸地域と比べて相対的に増加していた。 
 
４.東日本大震災による岩手県における被

災者コホートでの血中 B型ナトリウム
利尿ペプチド前駆体 N端フラグメント
濃度の検討 

 
大自然災害後には心不全等の循環器疾患

の罹患率が増加することが報告されている。

しかし、心機能マ－カである血中 B型ナト
リウム利尿ペプチド前駆体 N端フラグメン
ト(NT-proBNP)濃度が被災住民で上昇して
いるかどうかは明らかではない。本研究で

は、岩手県南沿岸地域の一般住民 10,167名
を対象に東日本大地震津波災害（平均 8ヵ
月）後に血中 NT-proBNP濃度および各種健
康指標や災害被害程度を調査し、その関連

性を検討した。全体では血中 NT-proBNP値
は高年齢ほど高く、女性でより高い傾向が

あった。また、同値は心電図、血清アルブ

ミン、肺活量、糸球体ろ過率の異常例で高

い傾向があった。しかし、被災程度の大小

により明らかな差異は認めなかった。以上

より、血中 NT-proBNP値は心機能、栄養状
態、肺機能、腎機能の低下で上昇するが発

災後約半年を経過した時点では災害被害に

より明らかな影響を受けているとは考えに

くい。 
 
 

５.東日本大震災津波災害後の急性心筋梗

塞の発症増加に関する研究 

先行研究では大規模な地震と冠動脈イベ

ントの関連性が報告されているが、一貫し

た結果は得られていない。本研究は、東日

本大震災とそれに伴う津波が急性心筋梗塞、

心臓突然死の発症に与える影響を明らかに

することを目的とした。本研究の対象者は

岩手県北東部の住民であった。WHO 
MONICA基準に従って登録された急性心
筋梗塞の発症データを震災前 4週から震災
後 8週間と 2009年、2010年の同時期のデ
ータと比較した。発災 4週までの期間にお
いて急性心筋梗塞の発症は 2009年、2010
年の同時期と比較して約 2倍（相対危険
2.03 、95%信頼区間 1.55-2.66）であった。
発症は震災 1 週間以内にピークを迎えた後、
2009年、2010年の同時期と同水準まで下が
り、その後の強余震後に再び増加した。こ

れらの結果より、震災後の急性心筋梗塞の

増加は本震と余震の震度の大きさが関連し

ていることが示唆された。 
 
６.岩手県一自治体の仮設住宅住民におけ

る精神疾患の疫学調査 
 
本調査では、被災地住民における精神疾

患の有病率を明らかにするために、2014年
6-8月に岩手県被災地Ａ市の仮設住宅の 20
歳以上住民に対して WHO統合国際診断面
接(CIDI)を用いた面接調査を実施した。回
答者は 242名（回収率 55％）であった。回
答者中、6.2%が過去 12か月間に何らかの精
神疾患を経験していた。これは同時期の東

日本一般住民調査の有病率よりも 1.6ポイ
ント高かった。大うつ病(3％)、全般性不安
障害(2%)、心的外傷後ストレス障害(PTSD)
（2%）の頻度が高かった。特に PTSDの有
病率は同時期の東日本住民調査での有病率

より有意に高かった(p<0.01)。精神疾患経験
者のうち医師受診した者は 27％だった。自
殺行動の頻度は低かった。被災の影響は

PTSDの増加に顕著であると考えられたが、



 

被災地住民の精神的問題の頻度の観点から

は大うつ病、全般性不安障害、PTSDが重
要な対象疾患と思われる。 
 
７.被災地のこころのケアについて 
 
平成 23年 3月 11日に発生した東日本大
震災津波の被災地におけるこころのケアを

中長期的に継続していくために、平成 23
年度に岩手県委託事業で岩手医科大学では

「岩手県こころのケアセンター」を同大学

内に、「地域こころのケアセンター」を沿

岸４か所に設置した。平成 24年度より実質
的な活動を開始した 
活動の骨子は、１）訪問活動などを通じ

た被災者支援、２）震災こころの相談室に

よる精神科医師、精神保健専門職による個

別相談、３）市町村等の地域保健活動への

支援、４）従事者支援、５）自殺対策、６）

その他地域のニーズによる活動、であり、

現在も活動を継続している。活動は地域の

さまざまな機関と連携して行われており、

今後も支援のニーズが選らないと考えられ

る。長期的な観点で、こころのケア事業を

継続していくことが大切であると考えられ

る。 
 
８.K6の変化パターンからみたソーシャ
ル・キャピタルに関する研究 

 
平成 23年度と平成 24年度に実施された
東日本大震災健康調査のデータを用いて、

東日本大震災後、大槌町民の K6（心の健
康）と地域の Social Capital(以下 SC）に影
響する要因として、震災記憶、転居回数、

暮らし向きとの関連を検討した。さらに、

K6の得点が「良好→悪化」し、同意の得
られた 10名に面接調査をした。心の健康
は「K6」を用い、「SC」については、putnam
の定義に基づき、「ソーシャルネットワー

ク(以下 SN)」「信頼性」「互酬性」の 3要
素に着目した。 

K6と SCの変化パターンに関連があった
が、K6の変化パターンと震災記憶、転居
回数、暮らし向きには、複雑な関連が推測

された。面接調査で明らかになったのは、

被災後の状況は個別性が強く、調査時点で

大きく変動することが明らかになった。今

後は、量・質の両面からのアプローチが必

要であり、K6の変化の要因について、量
的な分析からはいくつかの変数との関連

が示されたが、個別にみてみると「悪化」

の要因の特定は困難であることが示唆さ

れた。本研究からも「SC」を高める支援策
が心の健康を高めるためにも必要である

と考えられた。 
 
９.被災者の血液検査値の異常と被災との

関連に関する研究 
 
東日本大震災で特に被害が甚大であっ

た陸前高田市，大槌町，山田町において，

住民の健康調査を行っているが、発災後 2
年半後に行われた 3回目の血液検査結果
を解析し，1回目（発災後約半年後）およ
び 2回目（発災後約 1年半後）の検査と
比較した。また、検査異常と肥満，飲酒

量，心の元気さ(K6)との関連を検討した。
受診者は 10,108人である。被災半年後の
調査から認められた，肥満や飲酒と関連

した脂質異常症，肝障害は，今回の調査

でも同様に認められた。その一方で，男

女とも低色素性貧血の割合が経年的に増

加しており，その要因として，胃・十二

指腸潰瘍，低栄養，慢性腎障害が考えら

れた。さらに，ヘモグロビン値は心の元

気さ（K6）の障害とも有意に関連してい
た。被災地では，過栄養のみならず低栄

養による健康障害も進行しており，社会

的要因の解析が必要である。 



 

１０.東日本大震災被災者における震災後

3年目の健康状態と身体活動及び食
事の状況との関連 

 
本研究は、東日本大震災後 3年目にあた
る被災者を対象に、身体活動及び食事の状

況を総合的に評価し、健康状態との関連を

検討することを目的とした。平成 25年度に
岩手県で実施された本研究事業による被災

者健康診査受診者 7,124名のうち、欠損値
のない 20-97歳の男女 6,668名を解析対象と
した。健康状態について良いと良くない、

こころの健康について 0-4点（良好）と 5
点以上、BMI(kg/m2)についてやせ・普通体
重（25未満）と肥満（25以上）に分けた変
数をそれぞれ目的変数とした。説明変数は

年齢階級、居住場所（仮設住宅、その他）、

暮らし向きとし、性別に多重ロジスティッ

ク回帰分析を行った。その結果、身体活動

及び食事摂取が良好であることが男女とも

に良い健康状態及びこころの健康良好に関

連している可能性が示唆された。また、身

体活動が良好で食事摂取が不良であっても、

男女ともに良い健康状態及び男性のこころ

の健康良好に関連している可能性が示唆さ

れた。さらに、良い健康状態及びこころの

健康良好には暮らし向きが、女性において

こころの健康良好には居住場所が関連して

いる可能性が示された。今後も、縦断的な

検討を継続する予定である。 
 
１１.東日本大震災被災住民の口腔関連保

健状況の継続調査 
 
平成 26年に東日本大震災の被災地であ
る岩手県大槌町の成人住民を対象とした

口腔関連保健状況のコホート調査を継続

実施した。齲蝕、歯周病の平成 23年から
平成 26年の推移を検討したところ、未処
置歯が減少し、喪失歯数、処置歯数が増

加していた。また、歯周疾患のあるもの、

動揺歯を持つ者の割合が減少しており、

歯科受療状況が改善していることが示さ

れた。 
口腔粘膜疾患を平成 23年と 24年の調
査結果を比較したところ、重篤な病態が

減少しており、当大学歯科医療センター

受診した者の再発は認められなかった。 
平成 23年度の口腔関連 QOLと関連要
因を詳細に検討したところ、50-69歳の年
代で QOLが低く、その年代では自宅から
避難生活していることや未処置歯が多き

ことが特徴的な関連要因であった。また、

70歳以上の者では義歯の喪失が口腔の
QOLを損ねていた。また、口腔の QOL
とうつ尺度に有意な関連が認められ、歯

科的介入が心理的改善に寄与する可能性

が示唆された。 
平成 26年度調査において、60歳以上の
者の口腔カンジダ菌の分布について検討

したところ、Candida albicans以外のカン
ジダ菌が高齢や義歯装着といった要因で

新たに定着し、C．albicansについてはそ
れら要因により量的に増加することが示

された。 
さらに、今年度行った大学院生の研修は、

参加者の感想などから、災害時歯科医療の

研修として有意義であると考えられた。 
 
１２.岩手県における東日本大震災被災者

の肺機能障害の解析-2011年から 2013
年度までの調査結果の比較- 

 
岩手県における東日本大震災津波被災地

において、初回 2011年度住民約１万人、２
回目 2012年度約７千人、3回目 2013年度
約 6,700人に対して肺機能検査を施行し、
肺機能障害について比較検討した。初回と

２回目及び今回調査による比較を男女

6,723人について行なうと２回目に引き続
き予測肺活量（％）及び予測一秒量（％）

の有意な増加がみられた。初回に男性の全



 

世代で指摘された予測肺活量（％）及び予

測一秒量（％）の低下がみられたが、今回

の調査で予測肺活量（％）は男性の全世代

で増加し、特に３０才台から６０才台で１

００％に達した。予測一秒量（％）は依然

として全世代で低下が見られるが、３０才

台から７０才台で年々増加しており、はっ

きりした改善傾向を示している。 
肺機能に影響を与える喫煙行動について

調べると、喫煙率は震災後 16.3%に増加し
ていたが、今回の調査では 12%であった。
前回調査後禁煙した被験者について、肺機

能の変化を解析すると、男性で予測肺活量

（％）及び予測一秒量（％）の有意な増加

がみられた。 
 
１３.若年者・小児を対象とした質問紙調査

の実施 
 
東日本大震災から約 4年が経過した現在
の若年者・小児やその保護者の健康状態や

生活状況を把握し、適切な支援につなげる

ことための基礎資料を得ることを目的に震

災で甚大な被害を受けた山田町、大槌町、

釜石市平田地区、陸前高田市に居住する 0
歳から 20歳の者を対象に質問紙調査を行
った。調査は対象者の年齢により、0～2歳
児、3～6歳児、小学生、中学生、16歳以上
20歳以下の 5区分で行った。学齢期以前の
0－2歳児、3－6歳児用の調査票では子ども
の健康状態や保育の状況について尋ねた。

小学生、中学生用の調査票ではさらに学校

生活についての項目を追加した。16歳以上
の調査票では就職しているものも想定され

るため仕事の状況についても項目も含めた。 
調査票は 9,380人に郵送し、3,970人（回
収率 42％）からの回答を得ることができた。
今後このデータを詳細に解析し、被災地の

若年者・小児、保護者の現状や抱えている

問題を明らかにすることで、適切な支援を

提供していく。 

Ｄ．考察 
 

本年度は、平成 23年度から平成 26年度
にかけて収集してきた健診結果を用いて、

被災地住民に生じている健康課題を明らか

にした。 
4年間の健康状態、生活習慣、社会的支
援の推移を分析した結果から、睡眠障害や

心の健康度に所見のある者、社会的支援が

少ない者の割合も減少しつつあることが明

らかになった。また生活習慣についても飲

酒量に問題のある者や、喫煙者、運動量が

少ない者の割合も減少傾向にあった。また、

口腔関連の健康状態については、平成 23
年から平成 26年の推移を検討したところ、
未処置歯が減少し、喪失歯数、処置歯数が

増加していた。また、歯周疾患のあるもの、

動揺歯を持つ者の割合が減少しており、歯

科受療状況が改善していることが示された。

こうしたことから被災者の生活は落ち着き

を取り戻しつつあることがうかがえた。 
一方で、高血圧、糖尿病の有所見者は徐々

に増加している傾向が認められ、肥満や飲

酒と関連した脂質異常症，肝障害は，今回

の調査でも同様に認められた。東日本大震

災による津波被害を受けた沿岸地域の震災

2年目の脳卒中罹患率は、内陸地域と比べ
て相対的に増加していた。また精神疾患に

ついては仮設住宅住民において、6.2%が過
去 12か月間に何らかの精神疾患を経験し
ていた。これは同時期の東日本一般住民調

査の有病率よりも 1.6ポイント高かった。
大うつ病(3％)、全般性不安障害(2%)、心的
外傷後ストレス障害(PTSD)（2%）の頻度が
高かった。特に PTSDの有病率は同時期の
東日本住民調査での有病率より有意に高か

った。このように震災から約 4年が経過し
た現在においても震災の記憶や震災後の避

難生活による心身の健康問題が認められた。

こうした問題について、こころのケアセン



 

ターや関連機関と連携しながら、支援を続

けていくことが望まれる。 
平成 26年度は平成 23年度同意者の約 7
割が研究に参加した。これは昨年度とほぼ

同程度の人数であり、人口の流出の起きて

いる被災地で多くの住民が本研究の健診に

参加していると考えられる。 
昨年度に続き、本年度も、健診時に不眠、

精神健康のスクリーニングを行い、支援チ

ームとの連携がなされた。今後も被災地住

民の健康をモニタリングしながら支援策の

在り方を検討していくことが重要と考える。 
 
 

Ｅ. 結論 
 

 震災から 4年間の被災者の健康状態の推
移を分析した結果、心身の健康状態は改善

傾向が認められた。しかしながら、家屋被

害や浸水被害を受けた住民や仮設住宅居住

者では、依然として精神健康や不眠の問題

を抱える住民の割合が多かったり、内陸部

と比較すると脳卒中の罹患率が高いこと、

精神疾患の有病率が高いことなど心身の健

康問題が残っていることが明らかになった。

今後も調査を継続し、支援を行っていく必

要がある。 
 
 

Ｆ. 健康危険情報 
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